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と図表 3-1 のようになる。 
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図表 3-2 環境経営の変遷 
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図表 3-3 リコー・グループの環境経営の推移 
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 第二に、「循環型社会」を実現するために、行政・企業・住民など関係者全員で 3Ｒ（Reduce， 
Reuse，Recycle）を促進するとともに、全国各地でクロ－ズド・システムであるエコタウンや
エココンビナ－ト実現を推進する動きが始動したことである。 
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図表 4-1 現代の環境マネジメント手法の分類 
  










  環境会計、環境効率を含む） 
  
 製品・サービス 




注）EMS: Environmental Management System 
  LCA: Life Cycle Assessment 
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図表 4-2 「IPCC第 4次報告書」（2007）の CO2削減対策技術・実施方法 
  































 での CO2回収・貯留技術 
・アンモニア製造における不活性電極 
  
（出所）Working Group Ⅲ,IPCC,TableSPM3, Fourth Assessment Report, UNEP, 4 May 2007から 3部門 
    のみを抜粋し、邦訳して作成した。 
 注）邦訳に当たっては、本作業の取りまとめに参画された（株）豊田中央研究所の小林茂樹氏の解説論文 
  （『環境管理』Vol.43, No.9, 2007）も参考にし、英文そのものを訳しても通じない部分を補充した。 
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 また、CSR 経営の推進事例を挙げると、リコーがその典型である。同社は、社内に CSR の実
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出量の削減、騒音の減少などが期待される。②企業の業務形態に関しては、情報技術の活用に
より、生産工程の効率化に伴う資源やエネルギー利用の効率化、企業の間接部門におけるエネ




















① 日本全体のエネルギー消費量を 10％削減する。 
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処理タイプ 集中 分散 集中・分散 集中・分散
組織空間 組織内 組織間 組織・個人間
組織・個人・物質
間




























       出所）島田（2007）P.15. を基に環境問題、環境経営欄を加筆． 
図表５－３ 情報技術の変遷と環境経営 
経営情報研究 第 15巻第 2号(2007)，129－162ページ 













































































経営情報研究 第 15巻第 2号(2007)，129－162ページ 























































図表５－４ 新たな 示唆するキーワード 
 . . 
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 ここで、富士通の「環境業務ソリューション」の仕組みを図解すると図表 6－2のようになる。 
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